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１－１ 公営住宅等長寿命化計画の背景と目的                 

 

平成 18 年 6 月に制定された住生活基本法において、住宅セーフティネットの確保を図

りつつ、健全な住宅市場を整備するとともに、国民の住生活の「質」の向上を図る政策

への本格的な転換となる道筋が示された。また、公営住宅等においては、点検の強化及

び早期の管理・修繕により更新コストの縮減と平準化をめざし、公営住宅等長寿命化計

画の策定及びこれに基づく予防保全的管理、長寿命化に資する改善を推進していくため、

平成 21 年 3 月に「公営住宅等長寿命化計画策定指針」が策定された。 

 

これを受け、三木市では平成 24年 3月に「三木市公営住宅等長寿命化計画」を策定し、

計画的かつ効率的な市営住宅の整備・管理を推進してきた。 

 

その後、公営住宅を取り巻く住宅や公共施設等の全般的な取組として、国において「住

生活基本計画・全国計画」（平成 28 年 3 月）や「インフラ長寿命化基本計画」（平成 25

年 11 月）、「国土交通省インフラ長寿命化計画・行動計画」（平成 26年 5月）、「公共施設

等総合管理計画の策定にあたっての指針」（平成 26 年 4 月）等が策定され、公営住宅等

長寿命化計画の策定にあたっては、これらを踏まえる必要があることから平成 28 年 8月

に「公営住宅等長寿命化計画策定指針」（以下、「国指針」という。）が改定された。 

 

三木市では、令和 4 年 4月 1 日現在で、市営住宅 8 団地、434 戸の住宅ストックを管理

している。申込多数により入居待ちが発生している住宅がある一方で、空き室がみられ

る住宅や老朽化が進行している住宅などがあることから、総合的な視点に立った活用が

必要となっている。 

 

以上の状況を踏まえ、本計画は、国指針に基づき、団地別、住棟別に予防保全的及び

長期的な維持管理計画を定めることにより、公営住宅等の維持管理事業及び機能の更

新・改善事業の効率化並びにライフサイクルコストの縮減を図るとともに、供給方法や

その具体的な実施方策等、今後の公営住宅等のあり方について総合的なマネジメント計

画を策定することを目的とし、策定を行うものである。 

 

 



第１章 長寿命化計画の概要と目的 

 

 - 2 -

１－２ 計画の位置づけ                           

 

「三木市公営住宅等長寿命化計画」は、「三木市総合計画（基本構想・基本計画）」（令

和 2 年 3 月）、「三木市公共施設等総合管理計画」（平成 29 年 3 月策定、令和 4 年 3 月改

定）を上位計画とし、公営住宅整備や住環境整備に関する指針として位置づける。 

 

 

 

１－３ 計画期間                              

 

本計画の計画期間は、令和 5 年度（2023 年度）～令和 14 年度（2032 年度）の 10 年間

とする。 

計画内容は、社会情勢の変化、事業の進捗状況等に応じ、計画期間内であっても適宜

見直しを行うこととする。 

 

 

 

 
 
 
 

三木市公営住宅等 
長寿命化計画 

（令和 5 年度～令和 14 年度） 

三木市総合計画 

（令和 2 年度～令和 11 年度） 

三木市公共施設等 

総合管理計画 

（平成 29 年度～令和 41 年度） 

整合

兵庫県住生活基本計画 

（令和 4 年 3 月） 

住生活基本計画（全国計画） 

（令和 3 年 3 月） 

▼三木市公営住宅等長寿命化計画の位置づけと計画期間 

～三木市計画～ 

三木市公共施設 

再配置計画 

（令和 3 年度～令和 11 年度） 

【分野別計画等】 

・三木市創生計画 

・三木市財政健全化計画 

・三木市都市計画マスタープラン 

連携
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２－１ 三木市の概要                            

 

（１）位置・地勢 

本市は、兵庫県の南東部にあり、東経 135 度線日本標準時子午線上に位置している。

市域面積は 176.51 平方キロメートルと東播磨地域では 2 番目に広く、神戸市、加古川市、

小野市、加東市、三田市、加古郡稲美町の 5 市 1 町と接している。また、京阪神方面と

中国・四国方面、日本海方面を結ぶ高速道路網の結節点となっており、市内には 3 つの

インターチェンジが立地している。 

加古川の支流である美嚢川が中央部を東西に流れ、美嚢川周辺には平野部が広がり、

それを囲むようになだらかな丘陵地、台地で構成されている。また、農業用のため池が

多く存在し緑豊かな自然に恵まれている。 

昭和 29 年（1954 年）の市制施行以後、昭和 39年（1964 年）からは、阪神間のベッド

タウンとして、神戸電鉄粟生線北側の丘陵地に、緑が丘、自由が丘、青山などの大規模

な住宅開発が行われ、人口が急激に増加した。そして、平成 17 年（2005 年）に美嚢郡吉

川町と合併し、現在の市域となっている。仕事や日常生活においては、神戸市や三田市

など近隣市町との関係が深くなっている。 

 

 

 

 

 

▼三木市位置図 
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（２）人口・世帯数 

本市の人口・世帯数の推移を以下に示す。本市の人口は減少傾向にあり、平成 22 年（2010

年）から令和 2年（2020 年）にかけて約 7.1％減少している。 

一方で、世帯数は増加傾向が続いており、平成 22 年（2010 年）から令和 2 年（2020

年）にかけて約 6.5％増加している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（３）世帯人員 

本市の世帯人員の割合を以下に示す。1～2 人世帯の割合が平成 22 年（2010 年）から

令和 2年（2020 年）にかけて増加している一方で、3 人世帯以上の割合が減少している。

特に 1 人世帯の割合の増加が顕著であり、令和 2 年（2020 年）には全体の 3 割近くを占

めている。2 人世帯と合わせると全体の 6割を超えており、世帯の小規模化が進行してい

ることがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

▼人口・世帯数 

▼世帯人員 

（出典）国勢調査 

（出典）国勢調査 



第２章 公営住宅等ストックの現状 

 

 - 5 -

（４）世帯構成 

本市の世帯構成の割合を以下に示す。単身世帯が増加しており、平成 22年（2010 年）

から令和 2 年（2020 年）にかけて 8.7％増加している。核家族世帯の割合は 3.5％減少、

３世代世帯の割合は 3.7％減少している。 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（５）年代構成 

本市の年代構成の割合を以下に示す。年少人口及び生産年齢人口の割合は平成 22 年

（2010 年）から令和 2年（2020 年）にかけてそれぞれ 1.6％、7.3％減少している。 

それに伴い、高齢者人口の割合が 9.0％増加していることから、高齢化が急速に進んで

いることがわかる。 

 
 

▼世帯構成 

▼年代構成 

（出典）国勢調査 

（出典）国勢調査 
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また、5 歳階層別構成をみると、平成 27年（2015 年）に 10 歳代後半～20 歳代前半であ

った階層において 5 年間の減少数が大きいことがわかる。他の年齢階層では、平成 27 年

（2015 年）から令和 2年（2020 年）にかけて緩やかに減少している。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▼5 歳階層別構成 

（出典）国勢調査 
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２－２ 公営住宅等ストックの現状                     

 

（１）公営住宅等一覧 

公営住宅の管理戸数、建設年度、構造、住戸規模等を以下に示す。令和 4 年現在の公

営住宅のストックの状況は、市営住宅 8 団地 27 棟 434 戸管理しており、その多くが市内

でも利便性の高い市街地に立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼公営住宅位置図 
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建設年代・構造別割合をみると、簡易耐火構造（2階建）の住宅は昭和 58年（1983 年）

に建設された新田山団地のみであり、多くは中層耐火構造及び高層耐火構造の住宅とな

っている。中層耐火構造の住宅は昭和 48 年（1973 年）から近年まで各年代で建設された

ものであり、高層耐火構造の住宅は平成 12年（2000 年）以降になって建設が始まってい

る。 

 

▼公営住宅一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼建設年代別・構造別戸数（単位：戸数） 

 1970年代 1980年代 1990年代 2000年以降

（S45～S54） （S55～H1） （H2～H11） （H12～）

木造 0 0 0 0 0

簡平 0 0 0 0 0

簡二 15 0 15 0 0

中耐 232 96 40 78 18

高耐 187 0 0 0 187

計 434 96 55 78 205

総計

加佐 加佐965番地の2 1973 18 1,283 中耐 43.31 ～ 3DK 70

朝日ケ丘中11号棟 1973 24 1,948 中耐 46.69 ～ 3DK 70

朝日ケ丘中12号棟 1974 18 1,254 中耐 51.19 ～ 3DK 70

朝日ケ丘中13号棟 1978 18 1,361 中耐 54.71 ～ 3DK 70

朝日ケ丘中14号棟 1975 18 2,032 中耐 51.19 ～ 3DK 70

朝日ケ丘中高層1号棟 2009 36 高耐 63.70 ～ 76.30 2DK・3ＤＫ 70

朝日ケ丘中高層2号棟 2010 36 高耐 63.70 ～ 76.30 2DK・3ＤＫ 70

新田山1号棟 1983 3 簡二 69.15 ～ 3DK 45

新田山2号棟 1983 3 簡二 69.15 ～ 3DK 45

新田山3号棟 1983 3 簡二 69.15 ～ 3DK 45

新田山4号棟 1983 3 簡二 69.15 ～ 3DK 45

新田山5号棟 1983 3 簡二 69.15 ～ 3DK 45

大塚1号棟 1988 6 中耐 64.12 ～ 3DK 70

大塚2号棟 1988 6 中耐 64.12 ～ 3DK 70

大塚3号棟 1988 6 中耐 64.12 ～ 3DK 70

大塚4号棟 1988 6 中耐 64.12 ～ 3DK 70

大塚5号棟 大塚2丁目3番22号 1989 16 1,241 中耐 63.91 ～ 3DK 70

えびす1号棟 1993 12 1,027 中耐 61.15 ～ 80.35
2DK・3ＤＫ・

4ＤＫ
70

えびす2号棟 1993 12 1,206 中耐 61.15 ～ 80.35
2DK・3ＤＫ・

4ＤＫ
70

えびす3号棟 1995 12 1,058 中耐 59.94 ～ 79.67
2DK・3ＤＫ・

4ＤＫ
70

えびす4号棟 1995 12 1,205 中耐 59.94 ～ 70.06 2DK・3ＤＫ 70

えびす5号棟 2005 9 653 中耐 53.20 ～ 2DK 70

えびす6号棟 2005 9 785 中耐 53.20 ～ 2DK 70

跡部1号棟 1997 18 2,037 中耐 70.85 ～ 3DK 70

跡部2号棟 1997 12 1,199 中耐 57.08 ～ 2DK 70

朝日ケ丘南1号棟 2000 69 高耐 62.27 ～ 74.54 2DK・3ＤＫ 70

朝日ケ丘南2号棟 2002 46 高耐 62.35 ～ 98.56
2DK・3ＤＫ・
特公賃4DK

70

計 434

別所町朝日ヶ丘936
番地の33

3,996

2,257

2,810

10,599

大塚2丁目4番5号

宿原1270番地の11

宿原1270番地の11

跡部8番地の1

別所町朝日ヶ丘1番

地の128

宿原1265番地の65

耐用年数戸数 敷地面積（㎡） 構造 戸当り床面積（㎡）団地名 所在地 竣工年度 住宅タイプ

別所町朝日ヶ丘1番
地の124

別所町高木927番地

の108
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▼建設年度別・構造別戸数（単位：戸） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▼構造別割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▼建設年代別割合 
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0.0%

3.5%

0.0%

0.0%

53.5%

8.8%

72.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2000年以降

1990年代

1980年代

1970年代

計

木造 簡平 簡二 中耐 高耐

0.0%

0.0%

0.0%

22.1%

0.0%

0.0%

100.0%

17.2%

0.0%

12.7%

0.0%

18.0%

7.8%

100.0%

47.2%

41.4%

0.0%

33.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

木造

簡平

簡二

中耐

高耐

計

1970年代 1980年代 1990年代 2000年以降



第２章 公営住宅等ストックの現状 

 

 - 10 -

（２）建物の老朽度（耐用年数超過状況） 

公営住宅の耐用年数は以下の通りである。（公営住宅法施行令第 12 条） 

・ 耐火構造住宅【耐火】  70 年 

・ 簡易耐火構造住宅（2 階建）【簡二】 45 年 

・ 簡易耐火構造住宅（平屋）【簡平】 30 年 

・ 木造住宅【木造】   30 年 

   

令和 4 年（2022 年）時点で耐用年数を経過した公営住宅はないが、新田山団地の各住

棟が今後 10 年後までに耐用年数を経過する。 

10年後までに耐用年数の1/2を経過する住宅は184戸で、全体の42.4％を占めており、

今後はこれらの住宅に対する施策が特に重要となる。 

 
▼公営住宅における耐用年数の経過状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

▼耐用年数別、構造別戸数（単位：戸） 
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0

7
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2

0

7

4

2

0

7

7

2

0

8

0

木造 簡平 簡二 中耐 高耐

新田山1号棟 3 加佐 18 朝日ケ丘中高層1号棟 36

新田山2号棟 3 朝日ケ丘中11号棟 24 朝日ケ丘中高層2号棟 36

新田山3号棟 3 朝日ケ丘中12号棟 18 えびす5号棟 9

新田山4号棟 3 朝日ケ丘中13号棟 18 えびす6号棟 9

新田山5号棟 3 朝日ケ丘中14号棟 18 跡部1号棟 18

大塚1号棟 6 跡部2号棟 12

大塚2号棟 6 朝日ケ丘南1号棟 69

大塚3号棟 6 朝日ケ丘南2号棟 46

大塚4号棟 6

大塚5号棟 16

えびす1号棟 12

えびす2号棟 12

えびす3号棟 12

えびす4号棟 12

計 0 計 15 計 184 計 235

2022年度末までに耐用年数を

経過する団地（戸）

10年後までに耐用年数を経過

する団地（戸）

10年後までに耐用年数の1/2を

経過する団地（戸）

10年後までに耐用年数の1/2を

経過しない団地（戸）
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▼経過年数表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

S
48

S
49

S
50

S
51

S
52

S
53

S
54

S
55

S
56

S
57

S
58

S
59

S
60

S
61

S
62

S
63

H
1

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
10

H
11

H
12

H
13

H
14

H
15

H
16

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7

R
8

R
9

R
10

R
11

R
12

R
13

R
14

R
15

R
16

R
17

R
18

R
19

R
20

R
21

R
22

R
23

1
9
7
3

1
9
7
4

1
9
7
5

1
9
7
6

1
9
7
7

1
9
7
8

1
9
7
9

1
9
8
0

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

2
0
3
5

2
0
3
6

2
0
3
7

2
0
3
8

2
0
3
9

2
0
4
0

2
0
4
1

2022
年度
時点

2032
年度
時点

2022
年度
時点

2032
年度
時点

1 加佐 昭和48年 1973 中層耐火造 3DK 18 建 49 59 21 11 70 集約化（廃止）

2 朝日ケ丘中 11 昭和48年 1973 中層耐火造 3DK 24 建 49 59 21 11 70 集約化（廃止）

2 朝日ケ丘中 12 昭和49年 1974 中層耐火造 3DK 18 建 48 58 22 12 70 集約化（廃止）

2 朝日ケ丘中 13 昭和53年 1978 中層耐火造 3DK 18 建 44 54 26 16 70 集約化（廃止）

2 朝日ケ丘中 14 昭和50年 1975 中層耐火造 3DK 18 建 47 57 23 13 70 集約化（廃止）

2DK 18

3DK 18

2DK 18

3DK 18

4 新田山 1 昭和58年 1983 簡易耐火造 3DK 3 建 39 49 6 － 45 集約化（廃止）

4 新田山 2 昭和58年 1983 簡易耐火造 3DK 3 建 39 49 6 － 45 集約化（廃止）

4 新田山 3 昭和58年 1983 簡易耐火造 3DK 3 建 39 49 6 － 45 集約化（廃止）

4 新田山 4 昭和58年 1983 簡易耐火造 3DK 3 建 39 49 6 － 45 集約化（廃止）

4 新田山 5 昭和58年 1983 簡易耐火造 3DK 3 建 39 49 6 － 45 集約化（廃止）

5 大塚 1 昭和63年 1988 中層耐火造 3DK 6 建 34 44 36 26 70 継続（改修・更新）

5 大塚 2 昭和63年 1988 中層耐火造 3DK 6 建 34 44 36 26 70 継続（改修・更新）

5 大塚 3 昭和63年 1988 中層耐火造 3DK 6 建 34 44 36 26 70 継続（改修・更新）

5 大塚 4 昭和63年 1988 中層耐火造 3DK 6 建 34 44 36 26 70 継続（改修・更新）

5 大塚 5 平成元年 1989 中層耐火造 3DK 16 建 33 43 37 27 70 継続（改修・更新）

2DK 4

3DK 7

4DK 1

2DK 4

3DK 7

4DK 1

2DK 4

3DK 4

4DK 4

2DK 4

3DK 8

6 えびす 5 平成17年 2005 中層耐火造 2DK 9 建 17 27 53 43 70 継続（改修・更新）

6 えびす 6 平成17年 2005 中層耐火造 2DK 9 建 17 27 53 43 70 継続（改修・更新）

7 跡部 1 平成9年 1997 中層耐火造 3DK 18 建 25 35 45 35 70 継続（改修・更新）

7 跡部 2 平成9年 1997 中層耐火造 2DK 12 建 25 35 45 35 70 継続（改修・更新）

2DK 15

3DK 54

2DK 6

3DK 29

特公賃4DK 5

特公賃4DK 6

－ － － － 434

：耐用年数の1/2以下の期間 ：耐用年数の1/2を越えた期間 ：耐用年数を超えた期間 ※公営住宅法による耐用年数：　耐火構造　35～70年／準耐火構造　22.5～45年／木造　15～30年

高層耐火造

高層耐火造

高層耐火造

中層耐火造

中層耐火造

中層耐火造

中層耐火造

高層耐火造

2

13 朝日ケ丘中高層

3 朝日ケ丘中高層

平成5年 1993

平成5年 1993

平成21年 2009

平成22年 2010

6 えびす 2

6 えびす 1

平成7年 1995

6 えびす 3 平成7年 1995

6 えびす 4

2002

8 朝日ケ丘南 1 平成12年 2000

平成14年

公営住宅計

8 朝日ケ丘南 2

公共施設等
総合管理計
画での方針
中長期

(R12～R41)

番号 団　地　名
　
棟
番
号

　
建
設
年
度

　
管
理
戸
数
（

戸
）

耐用年数
（公営住宅
法による）

　
規
　
格

　
構
　
造

建

建

70 継続（改修・更新）57 47

70 継続（改修・更新）58 48

建 継続（改修・更新）7041 31

継続（改修・更新）

41 31 70

70

70

継続（改修・更新）

継続（改修・更新）33

33

43

43

建

建

建

建 70 継続（改修・更新）48 3822 32

建 継続（改修・更新）50 4020 30 70

27 37

29 39

27 37

12 22

29 39

残り
耐用年数

建設後
経過年数

公営住宅等長寿命化計画
計画期間

13 23
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加佐 1973 中耐 18 18

朝日ケ丘中11号棟 1973 中耐 24 24

朝日ケ丘中12号棟 1974 中耐 18 18

朝日ケ丘中13号棟 1978 中耐 18 18

朝日ケ丘中14号棟 1975 中耐 18 18

朝日ケ丘中高層1号棟 2009 高耐 18 18 36

朝日ケ丘中高層2号棟 2010 高耐 18 18 36

新田山1号棟 1983 簡二 3 3

新田山2号棟 1983 簡二 3 3

新田山3号棟 1983 簡二 3 3

新田山4号棟 1983 簡二 3 3

新田山5号棟 1983 簡二 3 3

大塚1号棟 1988 中耐 6 6

大塚2号棟 1988 中耐 6 6

大塚3号棟 1988 中耐 6 6

大塚4号棟 1988 中耐 6 6

大塚5号棟 1989 中耐 16 16

えびす1号棟 1993 中耐 4 8 12

えびす2号棟 1993 中耐 4 8 12

えびす3号棟 1995 中耐 4 8 12

えびす4号棟 1995 中耐 4 8 12

えびす5号棟 2005 中耐 9 9

えびす6号棟 2005 中耐 9 9

跡部1号棟 1997 中耐 18 18

跡部2号棟 1997 中耐 12 12

朝日ケ丘南1号棟 2000 高耐 15 54 69

朝日ケ丘南2号棟 2002 高耐 6 40 46

計 0 42 92 120 180 434

60～70㎡ 70㎡以上 計団地名 40㎡未満 40～50㎡ 50～60㎡竣工年度 構造

（３）住戸の規模 

公営住宅の住戸の規模を以下に示す。60～70 ㎡が 120 戸、70 ㎡以上が 180 戸であり、

60 ㎡以上の住戸が全体の約７割を占めている。40㎡未満の住戸はないが、40～50 ㎡の住

戸が 42 戸あり、いずれも昭和 40 年代に建設されたものである。 

構造別にみると、高層耐火構造では全て 60 ㎡以上であり、そのうち７割が 70 ㎡以上

を占めている。中層耐火構造は 50～60 ㎡が４割で最も多く、40～50 ㎡、60～70 ㎡、70

㎡以上がそれぞれ 2 割の構成比となっている。簡易耐火構造（2 階建）は全て 60～70 ㎡

である。 

 

▼住戸規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼構造別住戸規模 

 
 

 

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

9.7%

0.0%

39.7%

0.0%

21.2%

0.0%

0.0%

100.0%

20.7%

30.5%

27.6%

21.6%

69.5%

41.5%

0.0%

0.0%

18.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

木造

簡平

簡二

中耐

高耐

計

40㎡未満 40～50㎡ 50～60㎡ 60～70㎡ 70㎡以上
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■住生活基本計画による最低居住水準面積 

  住生活基本計画では、世帯人数に応じて、健康的で文化的な住生活を営む基礎として

必要不可欠な住宅の面積に関する基準を「最低居住水準」として定めている。その面積（住

戸専用面積・壁芯）は別途示されている「住宅性能水準」の基本的機能を満たすことを前

提に、以下の通りである。 

 

▼住生活基本計画（全国計画）で示されている居住面積水準 

 

 

 

 

 

 

 

三木市の公営住宅では、令和 4年 4月 1日現在、最低居住水準未満の世帯はない。 

 

▼各団地の最低居住面積状況 

 

 

 

単身 2人 3人 4人 5人

最低居住面積水準
健康で文化的な住生活の基礎と
して必要不可欠な住宅の面積

25 30 40 50 60

誘導居住面積水準
豊かな住生活を実現するため、多
用なライフスタイルに対応するた
めに必要な住宅の面積

55 75 100 125 150

居住水準面積
世帯人数別の面積（㎡）

加佐 1973 中耐 43.31 ～ 18 5 13 5 100.0% 0 0.0%

朝日ケ丘中11号棟 1973 中耐 46.69 ～ 24 8 16 8 100.0% 0 0.0%

朝日ケ丘中12号棟 1974 中耐 51.19 ～ 18 10 8 10 100.0% 0 0.0%

朝日ケ丘中13号棟 1978 中耐 54.71 ～ 18 14 4 14 100.0% 0 0.0%

朝日ケ丘中14号棟 1975 中耐 51.19 ～ 18 14 4 14 100.0% 0 0.0%

朝日ケ丘中高層1号棟 2009 高耐 63.70 ～ 76.30 36 35 1 35 100.0% 0 0.0%

朝日ケ丘中高層2号棟 2010 高耐 63.70 ～ 76.30 36 36 0 36 100.0% 0 0.0%

新田山1号棟 1983 簡二 69.15 ～ 3 2 1 2 100.0% 0 0.0%

新田山2号棟 1983 簡二 69.15 ～ 3 2 1 2 100.0% 0 0.0%

新田山3号棟 1983 簡二 69.15 ～ 3 1 2 1 100.0% 0 0.0%

新田山4号棟 1983 簡二 69.15 ～ 3 2 1 2 100.0% 0 0.0%

新田山5号棟 1983 簡二 69.15 ～ 3 0 3 0 － 0 －

大塚1号棟 1988 中耐 64.12 ～ 6 6 0 6 100.0% 0 0.0%

大塚2号棟 1988 中耐 64.12 ～ 6 5 1 5 100.0% 0 0.0%

大塚3号棟 1988 中耐 64.12 ～ 6 5 1 5 100.0% 0 0.0%

大塚4号棟 1988 中耐 64.12 ～ 6 4 2 4 100.0% 0 0.0%

大塚5号棟 1989 中耐 63.91 ～ 16 16 0 16 100.0% 0 0.0%

えびす1号棟 1993 中耐 61.15 ～ 80.35 12 11 1 11 100.0% 0 0.0%

えびす2号棟 1993 中耐 61.15 ～ 80.35 12 12 0 12 100.0% 0 0.0%

えびす3号棟 1995 中耐 59.94 ～ 79.67 12 12 0 12 100.0% 0 0.0%

えびす4号棟 1995 中耐 59.94 ～ 70.06 12 12 0 12 100.0% 0 0.0%

えびす5号棟 2005 中耐 53.20 ～ 9 8 1 8 100.0% 0 0.0%

えびす6号棟 2005 中耐 53.20 ～ 9 9 0 9 100.0% 0 0.0%

跡部1号棟 1997 中耐 70.85 ～ 18 16 2 16 100.0% 0 0.0%

跡部2号棟 1997 中耐 57.08 ～ 12 12 0 12 100.0% 0 0.0%

朝日ケ丘南1号棟 2000 高耐 62.27 ～ 74.54 69 64 5 64 100.0% 0 0.0%

朝日ケ丘南2号棟 2002 高耐 62.35 ～ 98.56 46 39 7 39 100.0% 0 0.0%

計 434 360 74 360 100.0% 0 0.0%

最低居住面積以上
の世帯

最低居住面積未満
の世帯

管理戸
数（戸）

現入居
戸数

空家戸数団地名 竣工年度 構造 戸当り床面積（㎡）
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加佐 1973 18 3 中耐 階段室型 3DK － 18 公共下水道 公共下水道 0

朝日ケ丘中11号棟 1973 24 3 中耐 階段室型 3DK － 24 公共下水道 公共下水道 0

朝日ケ丘中12号棟 1974 18 3 中耐 階段室型 3DK － 18 公共下水道 公共下水道 0

朝日ケ丘中13号棟 1978 18 3 中耐 階段室型 3DK － 18 公共下水道 公共下水道 0

朝日ケ丘中14号棟 1975 18 3 中耐 階段室型 3DK － 18 公共下水道 公共下水道 0

朝日ケ丘中高層1号棟 2009 36 6 高耐 片廊下型 2DK・3ＤＫ ○ 0 公共下水道 公共下水道 36

朝日ケ丘中高層2号棟 2010 36 6 高耐 片廊下型 2DK・3ＤＫ ○ 0 公共下水道 公共下水道 36

新田山1号棟 1983 3 2 簡二 － 3DK － 3 公共下水道 公共下水道 0

新田山2号棟 1983 3 2 簡二 － 3DK － 3 公共下水道 公共下水道 0

新田山3号棟 1983 3 2 簡二 － 3DK － 3 公共下水道 公共下水道 0

新田山4号棟 1983 3 2 簡二 － 3DK － 3 公共下水道 公共下水道 0

新田山5号棟 1983 3 2 簡二 － 3DK － 3 公共下水道 公共下水道 0

大塚1号棟 1988 6 3 中耐 階段室型 3DK － 6 公共下水道 公共下水道 0

大塚2号棟 1988 6 3 中耐 階段室型 3DK － 6 公共下水道 公共下水道 0

大塚3号棟 1988 6 3 中耐 階段室型 3DK － 6 公共下水道 公共下水道 0

大塚4号棟 1988 6 3 中耐 階段室型 3DK － 6 公共下水道 公共下水道 0

大塚5号棟 1989 16 4 中耐 階段室型 3DK － 16 公共下水道 公共下水道 0

えびす1号棟 1993 12 3 中耐 階段室型
2DK・3ＤＫ・

4ＤＫ
－ 0 公共下水道 公共下水道 12

えびす2号棟 1993 12 3 中耐 階段室型
2DK・3ＤＫ・

4ＤＫ
－ 0 公共下水道 公共下水道 12

えびす3号棟 1995 12 3 中耐 階段室型
2DK・3ＤＫ・

4ＤＫ
－ 0 公共下水道 公共下水道 12

えびす4号棟 1995 12 3 中耐 階段室型 2DK・3ＤＫ － 0 公共下水道 公共下水道 12

えびす5号棟 2005 9 3 中耐 片廊下型 2DK － 0 公共下水道 公共下水道 9

えびす6号棟 2005 9 3 中耐 片廊下型 2DK － 0 公共下水道 公共下水道 9

跡部1号棟 1997 18 3 中耐 階段室型 3DK － 0 公共下水道 公共下水道 18

跡部2号棟 1997 12 3 中耐 階段室型 2DK － 0 公共下水道 公共下水道 12

朝日ケ丘南1号棟 2000 69 8 高耐 片廊下型 2DK・3ＤＫ ○ 0 公共下水道 公共下水道 69

朝日ケ丘南2号棟 2002 46 7 高耐 片廊下型
2DK・3ＤＫ・
特公賃4DK

○ 0 公共下水道 公共下水道 46

計 434 151 283

高齢化対応仕様
整備住戸数

雑排水処理施設し尿処理施設
3箇所給湯無
し住戸数

管理戸
数（戸）

団地名 構造竣工年度 階数
EV設置
の有無

住棟タイプ 住宅タイプ

（４）設備状況 

各公営住宅の設備状況を以下に示す。 

エレベータについては、朝日ケ丘中団地高層（6階建）及び朝日ケ南団地（7・8 階建）

の高層住棟のみ設置されている。大塚団地 5号棟（4 階建・階段室型）など他団地では設

置されていない。 

3 箇所給湯無しは 151 戸（全体の 34.8％）あり、いずれも 1970 年代、1980 年代建設の

住棟（加佐団地、朝日ケ丘中団地、新田山団地、大塚団地）である。 

し尿処理施設、給排水処理施設は全ての団地で公共下水道が整備されており、くみ取

りや合併処理浄化槽などはない。 

高齢化対応仕様整備住戸は 283 戸（全体の 65.2％）あり、1990 年代以降建設の住棟（朝

日ケ丘中団地高層、えびす団地、跡部団地、朝日ケ丘南団地）である。 

 

 

▼公営住宅の設備状況 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）現況と修繕・改善状況 

令和 4 年 12 月に現地調査を行い、現況を確認した。近年の修繕・改善状況とあわせ、

所見を下記にまとめる。 

 

※上表項目以外に、近年整備が求められていた「地上デジタル放送対応」、「住宅用火災警報器」について対応済み。 
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① 加佐団地／昭和 48 年（1973 年）築、3 階建て、階段室型 

・平成 27年に外壁改修及び屋上防水改修を行っており、比較的良好な状態である。 

・軒裏の一部について塗装の汚れが見られる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 朝日ケ丘中団地／昭和 48 年（1973 年）～昭和 53 年（1978 年）築、3 階建て、階段室

型 

・11～13 号棟については平成 28 年、29 年に外壁改修及び屋上防水改修を行っており、

比較的良好な状態である。 

・14 号棟については平成 18 年、19 年に内外部の改修工事を行っているが、軒裏に塗装

の剥離等が見られる。 
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③ 朝日ケ丘中団地高層／平成 21 年（2009 年）～平成 22 年（2010 年）築、6 階建て、片

廊下型 

・市営住宅の中では最も築年数が浅い住棟である。 

・建物全体としては比較的良好な状態であるが、一部外壁の汚れや塗装の剥離が見られ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 新田山団地／昭和 58 年（1983 年）築、2 階建て 

 ・簡易耐火構造の住棟であり、令和 10 年に耐用年限を迎える。 

 ・屋根については平成 25 年、26 年に改修を行っているが、建物全体に老朽化が進んでい

る。 
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⑤ 大塚団地／昭和 63 年（1988 年）～平成元年（1989 年）築、3 階建て（1～4 号棟）、4

階建て（5 号棟）、階段室型 

・平成 30年、令和元年に外壁改修及び屋根改修を行っており、良好な状態である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑥ えびす団地／平成 5 年（1993 年）～平成 17 年（2005 年）築、3 階建て、階段室型（1

～4 号棟）、片廊下型（5,6 号棟） 

・1～4 号棟については令和 3 年、4 年に外壁改修、屋根改修を行っており、良好な状態

である。 

・5,6 号棟については 1～4 号棟に対して築年数が浅く、比較的良好な状態を保っている。 
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⑦ 跡部団地／平成 9 年（1997 年）築、3 階建て、階段室型 

・市営住宅で唯一、瓦葺き屋根の住棟である。 

・外壁に汚れやクラックが見られ、鉄部には一部錆が発生している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 朝日ケ丘南団地／平成 12 年（2000 年）～平成 14 年（2002 年）築、8 階建て（1 号棟）、

7 階建て（2 号棟）、片廊下型 

・外壁に汚れやクラックが見られ、一部錆汁が発生している。 

・パイプスペース等の鉄部には錆が発生している。 
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２－３ 入居者の状況                           

 

（１）世帯人員 

公営住宅等入居世帯の世帯人員は、単身世帯の割合が最も高く、全体の 42.5％を占め

ており、次いで 2 人世帯が 28.1％となっている。 

市全域と比較すると、単身世帯の割合が公営住宅の方が突出して高く、2人以上の世帯

の割合は公営住宅の方が低いことがわかる。 

 

▼世帯人員 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）世帯構成 

公営住宅等入居世帯の世帯構成は、核家族世帯の割合が最も高く 55.8％であり、次い

で単身世帯が 42.5％と続く。その他の世帯構成の割合は低い。 

市全域と比較すると、単身世帯の割合が公営住宅の方が多くなっている一方で、3 世代

世帯等の割合は少ない。 

 

▼世帯構成 

 

（出典）公営住宅世帯人員：三木市管理台帳、三木市世帯人員：国勢調査 

（出典）公営住宅及び三木市世帯構成：国勢調査 
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（３）入居者の年齢構成 

公営住宅等入居世帯の年齢構成は市全域と比較して、15 歳以下の年少者人口が多くな

っている。このことから公営住宅が子育て世帯にも多く利用されていることがうかがえ

る。また、母数が少ないこともあり団地毎で年齢構成にばらつきがみられるが、65 歳以

上の高齢者人口も多く、中には入居者が高齢者のみという住棟も発生している。 

 

 

▼年齢構成 

 

 

（出典）三木市管理台帳 
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（４）空家発生状況 

退去による空家発生件数は毎年 30件前後で推移している。管理戸数と比較して特に退

去件数が多い団地がある等の著しい偏りは見られない。 

 

▼空家発生状況（退去件数） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

（５）申込・入居状況 

申込件数は若干のばらつきがあるが、多い年では 50 件程度の申込がある。全体として

申込件数が退去件数より多いため、ほとんどの団地で入居待ちの状態が続いている。 

 

▼申込状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼入居状況（被災による目的外使用を除く） 

団地名 戸数
平成29年度
（2017）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

令和2年度
（2020）

令和3年度
（2021）

加佐 18 1 1 1 0 1

朝日ヶ丘中 78 3 3 1 1 2

朝日ヶ丘中高層 72 3 8 4 5 1

新田山 15 4 1 0 0 5

大塚 40 2 0 0 6 5

えびす 66 7 2 7 8 2

跡部 30 3 4 4 4 1

朝日ヶ丘南 104 9 7 11 6 7

朝日ヶ丘南（特公賃） 11 0 0 0 2 2

計 434 32 26 28 32 26

団地名 戸数
平成29年度
（2017）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

令和2年度
（2020）

令和3年度
（2021）

加佐 18 0 0 0 0 0

朝日ヶ丘中 78 0 1 0 0 1

朝日ヶ丘中高層 72 10 10 3 9 7

新田山 15 0 1 0 1 0

大塚 40 3 1 1 5 1

えびす 66 17 10 9 14 7

跡部 30 4 6 5 6 1

朝日ヶ丘南 104 12 7 7 17 5

朝日ヶ丘南（特公賃） 11 0 0 0 3 2

計 434 46 36 25 55 24

団地名 戸数
平成29年度
（2017）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

令和2年度
（2020）

令和3年度
（2021）

加佐 18 0 0 0 0 0

朝日ヶ丘中 78 0 0 1 0 0

朝日ヶ丘中高層 72 3 8 5 2 4

新田山 15 0 1 0 0 1

大塚 40 3 1 0 4 1

えびす 66 7 4 5 8 4

跡部 30 4 3 5 3 1

朝日ヶ丘南 104 9 8 7 7 9

朝日ヶ丘南（特公賃） 11 0 0 0 2 2

計 434 26 25 23 26 22
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２－４ 課題の整理                            

 

（１）現況のまとめ 

公営住宅等ストックの現状、入居者の状況の結果を踏まえ、以下の通り整理する。 

 

▼公営住宅等ストック、入居者の状況からみた現状 

分 野 現 状 

建物の老朽度 ・耐用年数をすでに経過している住宅はない。 

・10 年後までに耐用年数を経過する住宅は新田山団地の 15戸。 

・10 年後までに耐用年数の 1/2 を経過する住宅は全体の 42.4％。

（184 戸/434 戸） 

 

住宅の広さ ・最低居住水準未満の世帯はない。 

・３DK で 40～50 ㎡のやや面積が狭い住戸がある。（42戸/434 戸） 

 

団地内施設 ・３～４階建ての住棟ではエレベータが設置されていない。 

・全ての団地で公共下水道が整備済み。 

・高齢化対応仕様整備住戸は全体の 65.2％。（283 戸/434 戸） 

・３箇所給湯無しは全体の 34.8％。（151 戸/434 戸） 

 

修繕・改善状況 ・主に 1970 年代、1980 年代建設のものから修繕・改善が行われて

いる。 

 

入居者状況 ・65歳以上の高齢者人口が 32.3％と高齢化が進んでいる。 

・入居申込件数が退去件数より多く、ほとんどの団地で入居待ち

の状態となっている。 

 

 

 

これらの現状をもとに、本市の公営住宅ストックが抱える課題を次ページに示す。 
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（２）公営住宅ストックの課題 

 ① 耐用年数を迎えるまでの住宅の健全な維持管理が必要 

本市では、建替・集約は計画的に進められてきているところである。直近に費用負担

の大きい建替事業を進める必要性には迫られておらず、全国的な傾向に照らしてみても

優良な状況にあると言える。 

このため、本市では、現状の既存ストックにおいて耐用年数を迎えるまでの健全な維

持管理や改善を重視すべき段階にある。これまでの事後的な管理から予防保全的な管理

へ転換を図り、保守点検の実施、早期の補修・修繕など円滑な更新によるコストの縮減

を図ることが必要である。 

 

 ② 高齢化社会や入居者のライフスタイルに対応した住宅整備が必要 

本市でも少子高齢化の進行がみられ、今後高齢者や障がい者に対する対応が迫られて

いるが、老朽化した住宅では、トイレ、玄関や浴室などに手摺りがないなど高齢化対応

仕様整備が進んでいない。 

このため、高齢者向け住宅への住替えなど、居住者と住戸タイプのミスマッチの解消

が求められる。高齢者や障がい者には低層階への入居を促進するとともに、３～４階建

ての住棟においても住棟タイプを勘案しながらエレベータの設置検討も考えられる。 

また、入居者の多様なライフスタイルに対応するため、居住室の規模増や水周り設備

の整備など居住水準の向上や、様々なタイプの住戸供給が必要である。 

 

 ③ 建替え団地における住宅の多様化が必要 

今後、簡易耐火構造の住棟など耐用年数を迎える住宅が出てくる。敷地規模や周辺の

道路状況などにより建替えが困難な団地については他団地への集約を図るなど、市全体

での計画的な再編が必要である。 

この際には、高齢者向け住宅への住替えなど、居住者と住戸タイプのミスマッチの解

消を進める良い機会ととらえることが重要である。また、需要の多い若者世帯向けに供

給できる住戸確保を進めることも求められる。 
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３－１ 上位・関連計画                          

 

三木市公共施設等総合管理計画 
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３－２ 長寿命化に関する基本目標                     

  

公営住宅は住宅に困窮する低額所得者の受け皿として今後もその役割が求められる。

前章における公営住宅等ストックの現状を踏まえ、限られたストックを将来にわたり有

効に活用していくための基本目標を下記に掲げる。 

 

（１）定住促進やセーフティネットとしての機能を果たす住宅施策 

本市の人口は減少傾向にあり、高齢化は急速に進行している。豊かな自然環境や、市

域内を中国自動車道と山陽自動車道が横断する交通の要衝としての利点を活かしながら、

若年層の定住促進や高齢者・障がい者等のセーフティネットの受け皿としての役割を果

たす住宅施策を進める。 

 

（２）市民のライフスタイルに対応した住宅供給 

若者世帯や母子・父子世帯、高齢者世帯など、入居者には多様な家族構成やライフス

タイルが想定される。設備更新やバリアフリー化などの居住水準の向上とともに、新規

入居者向けには多様なタイプの住戸の提供、従前居住者向けには家族構成にマッチした

住み替え検討など、限られた住戸・住棟を十分に活用できるよう効率的な住宅供給を進

める。 

 

（３）安心して暮らしてもらえる計画的な住宅運営 

本市の公営住宅の多くは市内でも利便性の高い市街地に立地しており、入居応募も多

く需要が高い。こうした市民ニーズに応えるため、住宅の現状把握や健全な維持管理・

改善を計画的に行いながら、公営住宅ストックが耐用年数を迎えるまで有効に活用し、

安心して暮らしてもらえる住宅運営を図っていく。 
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３－３ 長寿命化に関する基本方針                     

 

（１）ストックの状況把握（定期点検及び日常点検）・修繕の実施・データ管理に関する方

針 

① 管理する公営住宅等の基礎的項目や整備・管理データ、劣化状況等を住棟単位で

整理するため、公営住宅等の情報を一元的に管理し、長寿命化のための中・長期的

な維持修繕計画、建替や新規整備の際の基礎となる建物管理データを団地別・住棟

別に整理する。 

② 公営住宅等の住棟単位の修繕履歴をデータベースに蓄積し、随時履歴を確認でき

るようにすることで、計画修繕周期に基づいた次回修繕・改善時期を確認し、公営

住宅等の効率的・効果的な修繕・維持管理を実施する。また、建替や新規整備の際

の基礎データとしても活用していく。 

③ 公営住宅等の点検を定期的に実施し、本計画に基づいた予防保全的な維持管理を

実施することにより、長寿命かつ安全な公営住宅を供給する。 

④ 入居者の退去時に住戸内の設備等の点検を実施し、その結果を標準的な事例とし

て、同一住棟その他住戸の修繕・改善の計画立案・見直しにつなげていく。 

 

（２）改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

① 予防保全的な維持管理や計画修繕及び耐久性の向上等を図る改善事業を実施する

ことにより、公営住宅等の長寿命化を図る。 

② 仕様のアップグレード等による耐久性の向上、躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上等を行い、住棟の適切な維持を図るとともに、住棟の使用年数や修繕

周期の延長等によってライフサイクルコストの縮減を図る。 

③ 新しい準耐火建築物は、改善事業を実施することにより法定耐用年数まで適切に

維持管理し、ライフサイクルコストの縮減を図る。 
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４－１ 公営住宅等ストックの事業手法の選定フロー             

 

事業手法の選定は、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）（国土交通省平成 28

（2016）年 8 月）」に示された「事業手法の選定フロー」に沿って行う。 
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４－２ 公営住宅等の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計      

 

（１）ストック推計手法 

国土交通省が提供する「住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラム」を活用し、令

和 27年（2045 年）までの 5 年ごとの著しい困窮年収未満の世帯数を推計し、その結果を

基に将来必要となる公営住宅等のストック量を求める。 

 

（２）推計の手順 

著しい困窮年収未満の世帯数の推計は、次に示すステップ０～３の手順に従って行う。 

 

 

 

 

 

 

【ステップ０】三木市の世帯数の推計（世帯主年齢５歳階級別世帯類型別）  

 

世帯数推計には、世帯主率法を用いる。世帯主率法とは、世帯数は世帯主数に等しい

ことを利用し、人口に世帯主率（人口に占める世帯主数の割合）を乗じることによって

世帯主数、すなわち世帯数を求める手法である。 

 

将来の人口は、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）が推計・公

表している「日本の地域別将来推計人口」（平成 30 年（2018 年）推計）において、市町

村単位で、令和 27年（2045 年）まで 5年ごとの、男女・年齢（5歳階級）別人口が示さ

れており、このデータを活用する。 

将来の世帯主率については、社人研の「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」

（2019 年推計）において、都道府県単位では令和 22 年（2040 年）までの世帯主の男女・

年齢（５歳階級）別・家族類型別の将来世帯主率が公表されているが、市町村単位では

将来世帯主率の値が公表されていない。そこで、市町村単位での将来世帯主率の設定に

あたっては、対象とする市町村と当該市町村を含む都道府県の平均的な世帯主率との相

対的な関係に着目し、将来の都道府県世帯主率をもとに対象市町村の世帯主率を推定し

て用いることとする。 

 

 

 

ステップ０ 

三木市の 

世帯数の推計 

ステップ１ 

借家世帯の世帯人員・ 

収入分位別世帯数の推計 

ステップ２ 

「公営住宅の施策 

対象世帯数」の推計 

ステップ３ 

「著しい困窮年収未満 

の世帯数」の推計 
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2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年
総数 28,609 30,318 29,631 27,966 26,444 24,786 23,142
  20歳未満 108 144 124 110 94 77 66
  20～24歳 473 842 798 701 678 649 578
  25～29歳 715 976 961 843 751 684 623
  30～34歳 1,114 1,146 954 908 802 694 613
  35～39歳 1,518 1,456 1,206 995 943 823 704
  40～44歳 2,282 1,866 1,537 1,278 1,049 1,000 878
  45～49歳 2,047 2,499 2,054 1,693 1,364 1,095 1,024
  50～54歳 2,170 2,208 2,541 2,149 1,754 1,440 1,183
  55～59歳 2,324 2,308 2,345 2,723 2,279 1,888 1,529
  60～64歳 3,091 2,428 2,280 2,367 2,743 2,261 1,838
  65～69歳 3,857 3,140 2,453 2,327 2,436 2,843 2,305
  70～74歳 3,443 3,807 3,062 2,387 2,295 2,413 2,778
  75～79歳 2,519 3,361 3,872 3,085 2,554 2,553 2,741
  80～84歳 1,721 2,278 3,011 3,353 2,803 2,319 2,324
  85歳以上 1,227 1,859 2,434 3,048 3,898 4,047 3,958

世帯主
の年齢

推計値実績値

＜使用データ＞ 

 ※１ 総務省「国勢調査」（平成 7 年、12 年、17 年、22 年、27 年、令和 2 年） 

   ・対象市町村及び都道府県の年齢５歳階級別の人口・世帯数 

 ※２ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」（2019

（平成 31）年推計） 

   ・世帯主の男女・年齢５歳階級別・家族類型別世帯数（推計値） 

 ・世帯主の男女・年齢５歳階級別・家族類型別世帯主率（推計値） 

 ※３ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成 30 年（2018

年）3月推計） 

 ・男女・年齢（５歳）階級別の推計結果 

 

 

▼世帯数の推計結果 
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【ステップ１】借家世帯の世帯人員・収入分位別世帯数の推計 

       １）住宅所有関係・世帯人員・年間収入階級別世帯数の推計     

       ２）借家世帯の世帯人員・収入分位五分位階級別世帯数の推計    

 

将来のある時点（目標年次）の借家世帯の世帯人員・収入別世帯数を算出する。 

 

 ＜使用データ＞ 

 ・住宅土地統計調査（総務省統計局）（2003（平成 15）年、2008（平成 20）年、2013（平

成 25）年） 

 ・家計調査年報（総務省統計局）（2002（平成 14）年から 2014（平成 26）年まで） 

 

 

 

【ステップ２】公営住宅収入基準を満たす世帯のうち「公営住宅の施策対象世帯数」

の推計 

       １）基準年収以下の世帯の割合の推計               

         ・本来階層：収入分位 25％以下の世帯             

         ・裁量階層：収入分位 40％（50％）以下の世帯         

       ２）本来階層の世帯数の推計                   

       ３）裁量階層の世帯数の推計                   

 

公営住宅の施策対象世帯数を推計する。 
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【ステップ３】公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」 

の推計 

       １）最低居住面積水準の民間賃貸住宅の家賃水準の推計       

       ２）適正な家賃負担率の範囲で最低居住面積水準の民間賃貸住宅の 

入居に必要な年収の推計                    

       ３）必要年収未満の世帯数の推計【借家の世帯人員・収入分位別】  

 

公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」を推計する。 

 

＜使用データ＞ 

 ・住宅土地統計調査（総務省統計局）（1998（平成 10）年、2003（平成 15）年、2008（平

成 20）年） 
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（３）推計結果 

① 著しい困窮年収未満の世帯の総数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 世帯人員別の著しい困窮年収未満の世帯 

 ▼世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 ▼構成割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,145 1,133 1,083 1,033 975 916

2045
年度央

著しい困窮年収水準未満の世帯数（Ｘ）

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

303 313 309 304 295 284
359 338 309 285 260 237
214 217 211 203 192 181
142 133 122 113 103 95
119 124 124 122 118 113
9 7 7 7 7 7

1,145 1,133 1,083 1,033 975 916合計

1人（60歳以上高齢者）
2人
3人
4人
5人

6人以上

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

2045
年度央

26.4% 27.6% 28.6% 29.4% 30.2% 31.0%
31.4% 29.8% 28.6% 27.5% 26.6% 25.8%
18.7% 19.2% 19.5% 19.6% 19.7% 19.8%
12.4% 11.8% 11.3% 10.9% 10.6% 10.3%
10.4% 11.0% 11.4% 11.8% 12.1% 12.4%
0.8% 0.6% 0.7% 0.7% 0.7% 0.7%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
6人以上
合計

2045
年度央

1人（60歳以上高齢者）
2人
3人
4人
5人

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央
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４－３ 市営住宅の必要戸数の検討                     

 

（１）著しい困窮年収未満の世帯数の推計 

令和 2 年度（2020 年度）には 1,145 世帯であった著しい困窮年収未満の世帯数は、令

和 27年度（2045 年度）まで減少し続け、916 世帯まで減少する見通しとなっている。 

 

（２）市営住宅の供給計画 

令和 4 年 4 月 1 日現在、公営住宅の管理戸数は市営住宅 434 戸、県営住宅 464 戸であ

る。また市内にサービス付き高齢者住宅が 6施設あり、171 戸を供給している。これらを

合計すると 1,069 戸となり、令和 2 年度の著しい困窮年収未満世帯数の推計結果 1,145

戸と大差ない戸数となっている。これらのことから、住宅確保要配慮世帯に対する公営

住宅等のストック量は現時点においては需給バランスがとれているといえる。 

中長期的な視野でみると、住宅確保要配慮世帯数は現在の公営住宅等のストック量を

下回っていくと推計されることから、新たな団地整備等により管理戸数を増やしていく

のではなく、劣化状況等にあわせた計画修繕やニーズ等に対応した改善事業により、既

存ストックを最大限に有効活用していくことを基本とする。耐用年数を迎える団地につ

いては、住棟の劣化状況や入居者の状況を踏まえ、計画的に用途廃止を行っていくこと

とする。 

 

 

 

   ＜著しい困窮年収未満の世帯数の減少率による市営住宅の必要戸数の試算＞ 

 

 

 

    著しい困窮年収未満の 

      世帯の総数 

 

 

 

      市営住宅 

 

 

2020 年度 

1,145 戸 

2045 年度 

916 戸 

約 8 割 

2020 年度 

434 戸 

2045 年度 

347 戸？ 

約 8 割 
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４－４ 事業手法の選定                          

 

（１）１次判定：団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業

手法の仮設定 

１次判定では、以下の２段階の検討から事業手法を仮設定する。 

 

１－① 団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 

・社会的特性に係る現在の評価に基づき、団地の将来的な管理方針を判定する。 

・現在の団地のⅰ）需要、ⅱ）効率性、ⅲ）立地 を評価し、原則として、全ての評

価項目が活用に適する場合は将来にわたり「継続管理する団地」と仮設定し、いず

れかの評価項目が活用に適さない場合は「継続管理について判断を留保する団地」

とする。 

・活用に適する評価要素と活用に適さない評価要素が混在することが考えられるが、

総合的に勘案して当該団地の将来的な管理方針を判定する。 

 例１：老朽化対応のため入居者募集を停止している（政策空家として確保してい

る）ために空家率が高い団地であっても、近隣の団地の応募倍率が高く地

域としての需要があると判断できる場合は「継続管理する団地」として判

定する。 

 例２：利便性の悪い団地であっても、地域バランス上必要な団地である場合は、「継

続管理する団地」として判定する。 

 例３：利便性の良い団地であっても、災害危険区域内に存する団地である場合は、

当該団地を将来的に用途廃止する可能性があることから、「継続管理につい

て判断を留保する団地」として判定する。 

・「継続管理について判断を留保する団地」は、２次判定において、将来のストック量

推計を踏まえ、継続管理するか否かを検討する（事業手法の選定フローの③－２）。 

 

１－② 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

・住棟の現在の物理的特性を評価し、住棟の改善の必要性や可能性を判定する。 

・住棟の改善の必要性・可能性として、「改善不要」、「改善が必要」、「優先的な対応が

必要（改善可能）」、「優先的な対応が必要（改善不可能）」の４区分に分類する。 

・まず、躯体の安全性及び避難の安全性に関する評価を行い、優先的な対応の必要性

について判定する。躯体の安全性と避難の安全性が確保されていない場合、入居者

の生命の安全等に直ちに係ることから、「優先的な対応が必要」と判定する。 

・次に、「優先的な対応が必要」と判定した住棟について、改善が可能か不可能かを判

定する。「優先的な対応が必要（改善不可能）」と判定する住棟には、改善を実施す

ることにより安全性に係る問題を解消することが可能ではあるが、居住性を著しく

低下させるなど改善を実施することが適切ではないと判断する場合も含める。 
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・一方、安全性に問題がない場合は、居住性に係る評価を行い、改善の必要性の有無

を判定する。 

 

１－③ １次判定結果（団地・住棟の事業手法の仮設定） 

・１－①および１－②の検討結果を総合的に勘案し、事業手法を仮設定する。 

・事業手法が定まらない次の２グループの団地・住棟については、２次判定を行う。 

 Ａグループ：継続管理する団地のうち優先的な対応が必要（改善可能）な団地及び

継続管理する団地のうち改善が必要な団地 

 Ｂグループ：継続管理について判断を留保する団地 

 

■１－①及び１－②の検討結果に応じた事業手法の仮設定 

 

 

（２）２次判定：１次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟の事

業手法の仮設定 

２次判定では、１次判定において事業手法・管理方針の判断（改善事業を実施するの

か建替事業を実施するのか、将来にわたって継続管理するのか建替を前提とせず当面管

理するのか）を留保した団地・住棟を対象として、以下の２段階の検討から事業手法を

仮設定する。 

 

２－① ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事

業手法の仮設定 

・１次判定において、Ａグループ（継続管理する団地のうち、改善か建替かの判断を

１－① 

１－② 



第４章 長寿命化を図るべき公営住宅等 

 

 - 38 -

留保する団地・住棟）と判定した団地・住棟について、改善事業を実施する場合と

建替事業を実施する場合のライフサイクルコスト（ＬＣＣ）比較や、計画期間内で

の建替事業量試算により、事業手法（改善又は建替）を仮設定する。 

 

２－② 将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定 

・Ｂグループの団地を対象として、ストック推計を踏まえて将来的な活用の優先順位

を検討し、将来にわたって「継続管理する団地」とするのか、将来的には他団地と

の集約等により用途廃止することを想定する「当面管理する団地（建替を前提とし

ない）」とするのかの判定を行う。さらに、事業手法を仮設定する。 

・一方で、ストック推計や、将来における公的賃貸住宅・民間賃貸住宅等との役割分

担を検討した上で、公営住宅の新規整備についても検討を行う。 

 

２－③ ２次判定結果（団地・住棟の事業手法の仮設定） 

・２－①および２－②の検討結果を総合的に勘案し、Ａグループ、Ｂグループの団地・

住棟の事業手法及び新規整備を仮設定する。 

 

■２－①及び２－②の検討結果を踏まえた事業手法の仮設定 

 

 

（３）３次判定：計画期間における事業手法の決定 

３次判定においては、以下の４段階の検討により、計画期間に実施する事業手法を決

定する。 

 

３－① 集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

・１次・２次判定結果を踏まえ、集約や再編等の検討対象となり得る団地や、異なる

事業手法に判定された住棟が混在する団地等は、効率的な事業実施のため、必要に

応じて建替や改善等の事業手法を再判定する。 

・あわせて、効率的な事業実施や地域ニーズへの対応等の観点から総合的な検討を行
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う。 

 

３－② 事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

・中長期的な期間（30 年程度）のうちに想定される新規整備事業、改善事業、建替事

業等に係る年度別事業費を試算し、今後の見通しを立てる。 

・事業量及び事業費が時期的に偏在する等、試算結果に問題がある場合は、将来にわ

たる事業実施が可能となるよう事業実施時期を調整して、改めて試算し問題がない

か確認を行う。 

・これらの検討により、新規整備事業、改善事業、建替事業等の実施時期を決定する

とともに、年度別事業費を試算する。 

 

３－③ 長期的な管理の見通しの作成【30 年程度】 

・３－②で決定した事業実施時期を基に、全団地・住棟の供用期間、事業実施時期の

見通しを示した概ね 30年程度の長期的な管理の見通しを作成する。 

 

３－④ 計画期間における事業手法の決定 

・長期的な管理の見通しに基づき、計画期間（10年以上）内に実施を予定する事業（新

規整備、改善、建替、用途廃止）を決定する。 

・改善を実施する住棟は、住棟の物理的特性等を踏まえ、個別改善か全面的改善かを

決定する。 
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４－５ 団地別・住棟別活用計画                      

 

計画期間内における各団地別・住棟別の活用手法・計画を以下に示す。 

 

 

▼ストック判定結果（管理戸数） 

 

対 象 １～５年目 ６～10 年目 合 計 

公営住宅管理戸数     ４３４戸  

 新規整備事業予定戸数 ０戸  ０戸  ０戸  

維持管理予定戸数   ４１９戸  

 うち計画修繕対応戸数 ０戸  ０戸  ０戸  

うち改善事業予定戸数 ９９戸  ４６戸  １４５戸  

 個別改善事業予定戸数 ９９戸  ４６戸  １４５戸  

全面的改善事業予定戸数 ０戸  ０戸  ０戸  

うちその他戸数     ２７４戸  

建替事業予定戸数 ０戸  ０戸  ０戸  

用途廃止予定戸数 ０戸  １５戸  １５戸  
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▼１次判定－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 加佐 中層耐火造 18 昭和48年 1973 × × × × × × ○ △ × 判断留保

2 朝日ケ丘中 11 中層耐火造 24 昭和48年 1973 × × × ○ × × × ○ × 判断留保

2 朝日ケ丘中 12 中層耐火造 18 昭和49年 1974 × × × ○ × × × ○ × 判断留保

2 朝日ケ丘中 13 中層耐火造 18 昭和53年 1978 × × × ○ ○ ○ × ○ × 判断留保

2 朝日ケ丘中 14 中層耐火造 18 昭和50年 1975 × × × ○ ○ ○ × ○ × 判断留保

3 朝日ケ丘中高層 1 高層耐火造 36 平成21年 2009 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断留保

3 朝日ケ丘中高層 2 高層耐火造 36 平成22年 2010 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断留保

4 新田山 1 簡易耐火造 3 昭和58年 1983 × × × ○ × × ○ ○ ○ 判断留保

4 新田山 2 簡易耐火造 3 昭和58年 1983 × × × ○ × × ○ ○ ○ 判断留保

4 新田山 3 簡易耐火造 3 昭和58年 1983 × × × ○ × × ○ ○ ○ 判断留保

4 新田山 4 簡易耐火造 3 昭和58年 1983 × × × ○ × × ○ ○ ○ 判断留保

4 新田山 5 簡易耐火造 3 昭和58年 1983 × × × ○ × × ○ ○ ○ 判断留保

5 大塚 1 中層耐火造 6 昭和63年 1988 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理

5 大塚 2 中層耐火造 6 昭和63年 1988 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理

5 大塚 3 中層耐火造 6 昭和63年 1988 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理

5 大塚 4 中層耐火造 6 昭和63年 1988 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理

5 大塚 5 中層耐火造 16 平成元年 1989 ○ ○ ○ × ○ × ○ ○ ○ 判断留保

6 えびす 1 中層耐火造 12 平成5年 1993 ○ ○ ○ ○ × × ○ △ × 判断留保

6 えびす 2 中層耐火造 12 平成5年 1993 ○ ○ ○ ○ × × ○ △ × 判断留保

6 えびす 3 中層耐火造 12 平成7年 1995 ○ ○ ○ ○ × × ○ △ × 判断留保

6 えびす 4 中層耐火造 12 平成7年 1995 ○ ○ ○ ○ × × ○ △ × 判断留保

6 えびす 5 中層耐火造 9 平成17年 2005 ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ 判断留保

6 えびす 6 中層耐火造 9 平成17年 2005 ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ 判断留保

7 跡部 1 中層耐火造 18 平成9年 1997 ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ 判断留保

7 跡部 2 中層耐火造 12 平成9年 1997 ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ 判断留保

8 朝日ケ丘南 1 高層耐火造 69 平成12年 2000 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断留保

8 朝日ケ丘南 2 高層耐火造 46 平成14年 2002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断留保
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1 加佐 中層耐火造 18 昭和48年 1973 ○ ○ ○ 不要 ○ × × 必要
改善、建替、又は

用途廃止

2 朝日ケ丘中 11 中層耐火造 24 昭和48年 1973 ○ ○ ○ 不要 ○ × × 必要
改善、建替、又は

用途廃止

2 朝日ケ丘中 12 中層耐火造 18 昭和49年 1974 ○ ○ ○ 不要 ○ × × 必要
改善、建替、又は

用途廃止

2 朝日ケ丘中 13 中層耐火造 18 昭和53年 1978 ○ ○ ○ 不要 ○ × × 必要
改善、建替、又は

用途廃止

2 朝日ケ丘中 14 中層耐火造 18 昭和50年 1975 ○ ○ ○ 不要 ○ × × 必要
改善、建替、又は

用途廃止

3 朝日ケ丘中高層 1 高層耐火造 36 平成21年 2009 ○ ○ ○ 不要 ○ ○ ○ 不要
維持管理、又は

用途廃止

3 朝日ケ丘中高層 2 高層耐火造 36 平成22年 2010 ○ ○ ○ 不要 ○ ○ ○ 不要
維持管理、又は

用途廃止

4 新田山 1 簡易耐火造 3 昭和58年 1983 ○ － △ 不要 ○ × × 必要
改善、建替、又は

用途廃止

4 新田山 2 簡易耐火造 3 昭和58年 1983 ○ － △ 不要 ○ × × 必要
改善、建替、又は

用途廃止

4 新田山 3 簡易耐火造 3 昭和58年 1983 ○ － △ 不要 ○ × × 必要
改善、建替、又は

用途廃止

4 新田山 4 簡易耐火造 3 昭和58年 1983 ○ － △ 不要 ○ × × 必要
改善、建替、又は

用途廃止

4 新田山 5 簡易耐火造 3 昭和58年 1983 ○ － △ 不要 ○ × × 必要
改善、建替、又は

用途廃止

5 大塚 1 中層耐火造 6 昭和63年 1988 ○ ○ ○ 不要 ○ × × 必要 改善、又は建替

5 大塚 2 中層耐火造 6 昭和63年 1988 ○ ○ ○ 不要 ○ × × 必要 改善、又は建替

5 大塚 3 中層耐火造 6 昭和63年 1988 ○ ○ ○ 不要 ○ × × 必要 改善、又は建替

5 大塚 4 中層耐火造 6 昭和63年 1988 ○ ○ ○ 不要 ○ × × 必要 改善、又は建替

5 大塚 5 中層耐火造 16 平成元年 1989 ○ ○ ○ 不要 ○ × × 必要
改善、建替、又は

用途廃止

6 えびす 1 中層耐火造 12 平成5年 1993 ○ ○ ○ 不要 ○ × ○ 必要
改善、建替、又は

用途廃止

6 えびす 2 中層耐火造 12 平成5年 1993 ○ ○ ○ 不要 ○ × ○ 必要
改善、建替、又は

用途廃止

6 えびす 3 中層耐火造 12 平成7年 1995 ○ ○ ○ 不要 ○ × ○ 必要
改善、建替、又は

用途廃止

6 えびす 4 中層耐火造 12 平成7年 1995 ○ ○ ○ 不要 ○ × ○ 必要
改善、建替、又は

用途廃止

6 えびす 5 中層耐火造 9 平成17年 2005 ○ ○ ○ 不要 ○ × ○ 必要
改善、建替、又は

用途廃止

6 えびす 6 中層耐火造 9 平成17年 2005 ○ ○ ○ 不要 ○ × ○ 必要
改善、建替、又は

用途廃止

7 跡部 1 中層耐火造 18 平成9年 1997 ○ ○ ○ 不要 ○ × ○ 必要
改善、建替、又は

用途廃止

7 跡部 2 中層耐火造 12 平成9年 1997 ○ ○ ○ 不要 ○ × ○ 必要
改善、建替、又は

用途廃止

8 朝日ケ丘南 1 高層耐火造 69 平成12年 2000 ○ ○ ○ 不要 ○ ○ ○ 不要
改善、建替、又は

用途廃止

8 朝日ケ丘南 2 高層耐火造 46 平成14年 2002 ○ ○ ○ 不要 ○ ○ ○ 不要
改善、建替、又は

用途廃止
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判断を留保する団地

改善 建替

1 加佐 中層耐火造 18 昭和48年 1973
当面管理する団地

（建替を前提としない）
改善し当面維持管理

2 朝日ケ丘中 11 中層耐火造 24 昭和48年 1973
当面管理する団地

（建替を前提としない）
改善し当面維持管理

2 朝日ケ丘中 12 中層耐火造 18 昭和49年 1974
当面管理する団地

（建替を前提としない）
改善し当面維持管理

2 朝日ケ丘中 13 中層耐火造 18 昭和53年 1978
当面管理する団地

（建替を前提としない）
改善し当面維持管理

2 朝日ケ丘中 14 中層耐火造 18 昭和50年 1975
当面管理する団地

（建替を前提としない）
改善し当面維持管理

3 朝日ケ丘中高層 1 高層耐火造 36 平成21年 2009 継続管理する団地 当面維持管理

3 朝日ケ丘中高層 2 高層耐火造 36 平成22年 2010 継続管理する団地 当面維持管理

4 新田山 1 簡易耐火造 3 昭和58年 1983
当面管理する団地

（建替を前提としない）
用途廃止

4 新田山 2 簡易耐火造 3 昭和58年 1983
当面管理する団地

（建替を前提としない）
用途廃止

4 新田山 3 簡易耐火造 3 昭和58年 1983
当面管理する団地

（建替を前提としない）
用途廃止

4 新田山 4 簡易耐火造 3 昭和58年 1983
当面管理する団地

（建替を前提としない）
用途廃止

4 新田山 5 簡易耐火造 3 昭和58年 1983
当面管理する団地

（建替を前提としない）
用途廃止

5 大塚 1 中層耐火造 6 昭和63年 1988 236,187 300,264 改善 改善

5 大塚 2 中層耐火造 6 昭和63年 1988 236,187 300,264 改善 改善

5 大塚 3 中層耐火造 6 昭和63年 1988 236,187 300,264 改善 改善

5 大塚 4 中層耐火造 6 昭和63年 1988 236,187 300,264 改善 改善

5 大塚 5 中層耐火造 16 平成元年 1989 継続管理する団地 改善し当面維持管理

6 えびす 1 中層耐火造 12 平成5年 1993 継続管理する団地 改善し当面維持管理

6 えびす 2 中層耐火造 12 平成5年 1993 継続管理する団地 改善し当面維持管理

6 えびす 3 中層耐火造 12 平成7年 1995 継続管理する団地 改善し当面維持管理

6 えびす 4 中層耐火造 12 平成7年 1995 継続管理する団地 改善し当面維持管理

6 えびす 5 中層耐火造 9 平成17年 2005 継続管理する団地 改善し当面維持管理

6 えびす 6 中層耐火造 9 平成17年 2005 継続管理する団地 改善し当面維持管理

7 跡部 1 中層耐火造 18 平成9年 1997 継続管理する団地 改善し当面維持管理

7 跡部 2 中層耐火造 12 平成9年 1997 継続管理する団地 改善し当面維持管理

8 朝日ケ丘南 1 高層耐火造 69 平成12年 2000 継続管理する団地 当面維持管理

8 朝日ケ丘南 2 高層耐火造 46 平成14年 2002 継続管理する団地 当面維持管理
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1 加佐 中層耐火造 18 昭和48年 1973
平成27年（2015年）に改善事業を行っている。
同和対策事業により建設された団地であり、
関係団体と調整の上、今後の方向性を決定する。

修繕対応

2 朝日ケ丘中 11 中層耐火造 24 昭和48年 1973
平成28年（2016年）に改善事業を行っている。
耐用年限（2043年）を目途とした用途廃止に向け調整を行う。

修繕対応

2 朝日ケ丘中 12 中層耐火造 18 昭和49年 1974
平成28年（2016年）に改善事業を行っている。
耐用年限（2044年）を目途とした用途廃止に向け調整を行う。

修繕対応

2 朝日ケ丘中 13 中層耐火造 18 昭和53年 1978
平成29年（2017年）に改善事業を行っている。
耐用年限（2048年）を目途とした用途廃止に向け調整を行う。

修繕対応

2 朝日ケ丘中 14 中層耐火造 18 昭和50年 1975
計画期間内に改善事業を行う。
耐用年限（2045年）を目途とした用途廃止に向け調整を行う。

個別改善

3 朝日ケ丘中高層 1 高層耐火造 36 平成21年 2009 計画期間以降に個別改善を行う。 修繕対応

3 朝日ケ丘中高層 2 高層耐火造 36 平成22年 2010 計画期間以降に個別改善を行う。 修繕対応

4 新田山 1 簡易耐火造 3 昭和58年 1983
令和10年（2028年）に耐用年限を迎える。
計画期間内での用途廃止に向け調整を行う。

用途廃止

4 新田山 2 簡易耐火造 3 昭和58年 1983
令和10年（2028年）に耐用年限を迎える。
計画期間内での用途廃止に向け調整を行う。

用途廃止

4 新田山 3 簡易耐火造 3 昭和58年 1983
令和10年（2028年）に耐用年限を迎える。
計画期間内での用途廃止に向け調整を行う。

用途廃止

4 新田山 4 簡易耐火造 3 昭和58年 1983
令和10年（2028年）に耐用年限を迎える。
計画期間内での用途廃止に向け調整を行う。

用途廃止

4 新田山 5 簡易耐火造 3 昭和58年 1983
令和10年（2028年）に耐用年限を迎える。
計画期間内での用途廃止に向け調整を行う。

用途廃止

5 大塚 1 中層耐火造 6 昭和63年 1988
平成30年（2018年）に改善事業を行っている。
計画期間以降に個別改善を行う。

修繕対応

5 大塚 2 中層耐火造 6 昭和63年 1988
平成30年（2018年）に改善事業を行っている。
計画期間以降に個別改善を行う。

修繕対応

5 大塚 3 中層耐火造 6 昭和63年 1988
平成30年（2018年）に改善事業を行っている。
計画期間以降に個別改善を行う。

修繕対応

5 大塚 4 中層耐火造 6 昭和63年 1988
平成30年（2018年）に改善事業を行っている。
計画期間以降に個別改善を行う。

修繕対応

5 大塚 5 中層耐火造 16 平成元年 1989
令和元年（2019年）に改善事業を行っている。
計画期間以降に個別改善を行う。

修繕対応

6 えびす 1 中層耐火造 12 平成5年 1993
令和3年（2021年）に改善事業を行っている。
計画期間以降に個別改善を行う。

修繕対応

6 えびす 2 中層耐火造 12 平成5年 1993
令和3年（2021年）に改善事業を行っている。
計画期間以降に個別改善を行う。

修繕対応

6 えびす 3 中層耐火造 12 平成7年 1995
令和4年（2022年）に改善事業を行っている。
計画期間以降に個別改善を行う。

修繕対応

6 えびす 4 中層耐火造 12 平成7年 1995
令和4年（2022年）に改善事業を行っている。
計画期間以降に個別改善を行う。

修繕対応

6 えびす 5 中層耐火造 9 平成17年 2005 計画期間以降に個別改善を行う。 修繕対応

6 えびす 6 中層耐火造 9 平成17年 2005 計画期間以降に個別改善を行う。 修繕対応

7 跡部 1 中層耐火造 18 平成9年 1997 計画期間内に個別改善を行う。 個別改善

7 跡部 2 中層耐火造 12 平成9年 1997 計画期間内に個別改善を行う。 個別改善

8 朝日ケ丘南 1 高層耐火造 69 平成12年 2000 計画期間内に個別改善を行う。 個別改善

8 朝日ケ丘南 2 高層耐火造 46 平成14年 2002 計画期間内に個別改善を行う。 個別改善
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５－１ 点検の実施方針                          

 

（１）定期点検 

公営住宅等の長寿命化に向けて、予防保全の観点から定期的な点検等を行うことが重

要である。したがって、法定点検の対象となっている住棟については、引き続き法令に

基づく適切な点検を実施する。法定点検の対象外の住棟についても、建築基準法第 12 条

の規定に準じて法定点検と同様の点検を実施する。 

 

（２）日常点検 

外観からの目視により容易に確認することが可能な部位等については、不具合等への

適切な対応を図るため、必要に応じて日常点検を実施する。 

遊具、外構、自転車置場等、法定点検の点検項目にはないが、公営住宅等の適切な維

持管理のために状況を把握することが必要な対象については、日常点検において点検を

行う。 

 

（３）入退去時の点検 

バルコニー等の入居者が専用的に使用する共用部分や、住戸内の設備等の点検につい

ては、住戸内部に立ち入る必要があり、定期点検や日常点検を実施することが困難であ

るため、入退去時には確実に点検を実施する。 

 

（４）点検結果の活用 

定期点検や日常点検の結果は、データベースに記録し、修繕・維持管理の的確な実施

や次回の点検に役立てることとする。 

 

 

 

５－２ 計画修繕の実施方針                        

 

（１）計画修繕の内容と周期 

計画修繕は、経年劣化により老朽化した設備等の原状回復を目的とした工事を対象と

する。計画期間内に実施する修繕は、国指針に示されている修繕項目別の修繕周期表を

参考に、住棟別に修繕内容と実施時期を調整する。 

 

（２）効果的・効率的な計画修繕の実施 

工事時期の近い修繕内容や建設年代の近い住棟の工事時期を調整するなど、工事の効

率化・コストの軽減を図る。 

計画修繕の実施時期と改善事業の実施時期が近い場合は、相互の事業実施時期や関連
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性等を把握したうえで、両工事をあわせて実施するなど効率化を図る。 

点検の結果、建物の安全性等が確認された場合には、修繕時期を延期するなど、点検

結果を踏まえて柔軟に対応する。また、点検結果による老朽化の度合いや危険度に応じ

て優先順位をつけるなど、実情を踏まえた実施を検討する。 

 

（３）修繕内容のデータベース化 

修繕した内容をデータベース化し、将来の修繕や改善等に必要な履歴を蓄積する。 

 

 

 

５－３ 改善事業の実施方針                        

 

今後も引き続き活用を図る住宅について、住棟の状況に応じた改善事業の必要性・効

果を考慮し、次の４類型の改善事業を必要に応じて適切に実施する。 

 

■長寿命化型 

耐久性の向上や躯体劣化の低減、維持管理の容易性向上の観点から予防保全的な改

善を行う。 

＜改善内容（例）＞ 

外壁の断熱改修、給排水管の耐久性向上、住戸内配管の集約化 等 

 

■福祉対応型 

高齢者等が安全・安心して居住できるよう、住戸内や共用部、屋外のバリアフリー

化を進める。 

＜改善内容（例）＞ 

住戸内部・共用部の段差解消、浴室・トイレの高齢者対応、エレベーター設置 等 

 

■居住性向上型 

住戸規模・間取りの改善や住戸住棟設備の機能向上を行い、居住性を向上させる。

高齢者等が安全・安心して居住できるよう、住戸内や共用部、屋外のバリアフリー化

を進める。 

＜改善内容（例）＞ 

間取りの変更、電気容量のアップ、開口部のアルミサッシ化 等 

 

■安全性確保型 

非常時に円滑に避難できるよう避難設備や経路の整備・確保などによる防災性の向

上や、防犯性や落下・転倒防止等生活事故防止に配慮した改善を行う。 
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＜改善内容（例）＞ 

耐震改修、屋外通路等の避難経路の整備、防犯に配慮した建物部品の設置 等 

 

 

 

５－４ 建替え事業の実施方針                       

 

事業手法の選定フローにより用途廃止と判定した住宅については、住棟の劣化状況や

入居者の状況を踏まえ、計画的な事業の実施を行う。また、計画年次以降の将来的な建

替え事業については以下の方針や社会要請に対応しつつ順次事業を実施する。 

 

（１）環境や景観に配慮した住宅ストックの整備と活用 

市営住宅の建替等にあたっては、省エネルギー、省資源、自然エネルギーの活用など

の観点から事業を実施することで、環境対策やリサイクル市場の拡大など循環型社会の

形成に努める。 

また、緑化等によって周辺の環境との調和に配慮した豊かな景観形成に貢献し、魅力

ある都市空間の向上に寄与することを推進する。 

 

（２）良質な住宅ストックの形成と効率的な維持管理 

建替等に伴い住戸規模の改善及び防犯面での居住水準の向上を図るとともに、長寿命、

維持管理コストの縮減、設備の更新性やメンテナンス性の向上に配慮した住宅の整備を

行う。ユニバーサルデザインを採用した将来の居住ニーズ等の変化にも配慮し、住宅の

セーフティネットとしての役割を果たすため、住宅に困窮する世帯への的確な住宅確保

と適切な維持管理の強化を図り、長寿命化に向けた取り組みを推進する。 

 

（３）地域のまちづくりへの貢献 

良好な地域コミュニティ形成のために、福祉部局や NPO 法人などと連携し、子育て世

代・高齢者への在宅支援等に必要な空間活用の検討により、市営住宅入居者だけでなく

周辺地域に貢献できる市営住宅の整備をめざす。 

また、建替事業に伴う余剰地については、地域の良好なまちづくりに寄与できる用途

の誘導を視野に入れながら民間への売却も検討する。 
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計画期間内に実施する計画修繕、改善事業等の実施予定について、国の指定する以下

の様式により次ページ以降に示す。 

 

（１）計画修繕・改善事業の実施予定一覧 

様式１による。 

 

（２）新規整備事業及び建替事業の事業予定一覧 

様式２による。 

 

（３）共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等） 

様式３による。
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【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

　事業主体名： 三木市

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検

次期点検時期

備考団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
LCC

(千円/年)

新規整備又
は建替予定

年度

該当する住棟はなし
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７－１ ライフサイクルコストの縮減効果算出の基本的な考え方                

 

計画期間において長寿命化型改善事業を実施する住宅について、ライフサイクルコス

ト（ＬＣＣ）の縮減効果を算出する。 

ＬＣＣの算出については、国指針と合わせて公表された「ライフサイクルコスト（Ｌ

ＣＣ）算定プログラム」を活用する。 

 

▼ライフサイクルコストの算出イメージ 

 

 

 ① １棟のＬＣＣ縮減効果＝ＬＣＣ（計画前）—ＬＣＣ（計画後） 

〔単位 千円/棟・年〕 

 

 ② ＬＣＣ（計画前）＝（建設費＋修繕費＋除却費）＊１／評価期間（改善非実施） 

〔単位 千円/棟・年〕 

＊１：（建設費＋修繕費＋除却費）は公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣＣ

算定対象）を実施しない場合に想定される管理期間に要するコスト。 

 

・建設費：推定再建築費（＝当該住棟の建設時点に投資した建設工事費×公営住宅法施

行規則第 23 条の率）。ただし、当該住棟の建設時点に投資した建設工事費を把握でき
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ない場合は、建設当時の標準建設費で代用する。 

・修繕費：建設後、評価期間（改善非実施）末までに実施した修繕工事費（※）。長期修

繕計画で設定している標準的な修繕項目・周期等に基づき、修繕費を算定する。典型

的な修繕計画モデルから得られる修繕費乗率を建設費（推定再建築費）に乗じて算定

される累積修繕費で代用してもよい。 

・評価期間（改善非実施）：改善事業を実施しない場合に想定される管理期間。物理的な

劣化や社会的価値の低下に伴い供用に適さない状態になるまでの管理期間といえるが、

これまでの建替事業の実績を考慮し、建替前の平均的な供用期間（構造種別）を評価

期間（改善非実施）としてもよい。 

・除却費：評価期間（改善非実施）末に実施する除却工事費（※）。 

 

※現時点以後、将来に発生するコスト（将来の修繕費、除却費）については、社会的割

引率（４％）を適用して現在価値化する。 

 

③ ＬＣＣ（計画後）＝（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）＊２／評価期間（改善実施） 

〔単位 千円/棟・年〕 

＊２：（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）は公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業

（ＬＣＣ算定対象）及び公営住宅等長寿命化計画の計画期間以後に想定される改

善事業（ＬＣＣ算定対象）を実施する場合に想定される管理期間（目標管理期間）

に要するコスト。 

 

・建設費：②の記載と同じ 

・改善費：公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業費及び公営住宅等長寿命化計画の

計画期間以後に想定される改善事業費の総額から修繕費相当額を控除した額＊３（※） 

・修繕費：建設後、評価期間（改善実施）末までに実施した修繕工事費（※）、以下、②

の記載と同じ。 

・除却費：評価期間（改善実施）末に実施する除却工事費（※） 

・評価期間（改善実施）：公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣＣ算定対象）

及び公営住宅等長寿命化計画の計画期間以後に想定される改善事業（ＬＣＣ算定対象）

を実施する場合に想定される管理期間（目標管理期間）。 

 

＊３：修繕費相当額の控除方法については、国指針の＜参考：ライフサイクルコスト（Ｌ

ＣＣ）の縮減効果の算出例＞を参照のこと。事業主体の運用により独自の方法に

よって控除することも可能とするが、その場合は、その内容を明らかにする必要

がある。 

※現時点以後、将来に発生するコスト（将来の改善、修繕、除却費）については、社会

的割引率（４％）を適用して現在価値化する。 
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７－２ ライフサイクルコスト縮減効果の算出               

 

国指針に基づき、計画期間内に長寿命化型改善事業を実施する住棟について、各住棟

のライフサイクルコストを算出した結果は下表のとおりである。 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

団
地
名

棟
番
号

管
理
戸
数

（
戸

）

構
造

建
設
年
度

評
価
期
間
Ａ

修
繕
費
Ａ

建
設
費

除
却
費
Ａ

計
画
前
Ｌ
Ｃ
Ｃ

評
価
期
間
Ｂ

累
積
修
繕
費
Ｂ

長
寿
命
化
型

改
善
費

建
設
費

除
却
費
Ｂ

計
画
後
Ｌ
Ｃ
Ｃ

年
平
均
縮
減
額

住
棟
当
た
り
の

年
平
均
縮
減
額

（年） （千円） （千円） （千円）
（千円/

戸・年）
（年） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円/

戸・年）

（千円/

戸・年）

（千円/

団地・年）

朝日ケ丘中 14号棟 18
PC　3階
中層耐火

S50
(1975)

50 6,696 7,222 375 286 70 7,154 513 7,222 171 215 71 1,273

跡部 1号棟 18
RC　3階
中層耐火

H9
(1997)

50 6,696 11,524 375 372 70 6,850 925 11,524 171 278 94 1,688

跡部 2号棟 12
RC　3階
中層耐火

H9
(1997)

50 6,696 11,524 375 372 70 6,850 925 11,524 171 278 94 1,125

朝日ケ丘南 1号棟 69
RC　8階
高層耐火

H12
(2000)

50 6,696 14,958 375 441 70 6,489 2,356 14,958 171 342 98 6,768

朝日ケ丘南 2号棟 46
RC　7階
高層耐火

H14
(2002)

50 6,696 14,137 375 424 70 6,579 2,356 14,137 171 332 92 4,237

15,091

計画前モデル
（改善事業を実施しない場合）

計画後モデル
（改善事業を実施する場合）

ＬＣＣ縮減効果

計


